
第14回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

● 連結計算書類
「連結注記表」

● 計算書類
「個別注記表」

　

第14期
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株式会社ヒューマンテクノロジーズ

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書
面）への記載を省略しております。なお、本株主総会におきましては、書面交
付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除
いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

　



連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 ４社
・主要な連結子会社の名称 Human Technologies Singapore PTE. LTD.

ITエージェント株式会社
Human Technologies Lanka (Pvt) Ltd.
Human Technologies(Thailand) Co., Ltd.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.有価証券
その他有価証券
　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.棚卸資産
商品
　総平均法による原価法を採用しております。
　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ.有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採
用しております。また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備　　　  ６～23年
工具、器具及び備品  ２～15年

ロ.無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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また、商標権については、効果の及ぶ期間（10年）に基づいております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ.貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ.賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上し
ております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社は、下記の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客
に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
 ステップ1：顧客との契約を識別する。
 ステップ2：契約における履行義務を識別する。
 ステップ3：取引価格を算定する。
 ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。
 ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、
取引の対価は、履行義務充足と同時、もしくは、履行義務充足時点から概ね１ヶ月以内に受領しており、
重要な金融要素はありません。また、変動対価の見積りに重要性はありません。

　勤怠管理SaaS事業
　本事業においては、顧客との契約に基づいてクラウド型サービスを提供しております。これらは契約期
間において、顧客にサービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、クラウド型サービ
スの提供に応じて充足されると判断し、サービス提供期間に応じて収益を認識しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
　なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し
ております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準
第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし
書きに定める経過的な取扱いに従っております。この変更による連結計算書類に与える影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首か
ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、この変更による連結計算書類に与える影響は
ありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」「消費税差額」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。
　なお、前連結会計年度の「受取利息」は42千円、「消費税差額」は1,582千円であります。
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４. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産　　275,391千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に
定める企業分類に基づき、当連結会計年度末における将来減算一時差異に係る繰延税金資産が、将来の税金
負担額を軽減する効果を有する範囲内で計上しております。

②主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性は、企業分類の妥当性、将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の解消見
込年度のスケジューリング等に用いられる仮定に依存します。課税所得の見積りは将来の事業計画を基礎と
しており、著しい経営環境の悪化等はないと判断しております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　課税所得は、主要な仮定や将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があります。
翌連結会計年度における課税所得の十分性の状況などにより企業分類が変更になった場合、繰延税金資産の
取崩し等が発生する可能性があります。
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普通株式 9,593,200株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 4 年 ６ 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 115,118 12 2024年３月31日 2024年６月27日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 196,660 20.5 2025年３月31日 2025年６月27日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

(2) 配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金計画に基づき、事業に必要な資金を銀行借入金等によって調達しております。な
お、デリバティブ取引については行わない方針であり、リスク回避のためにデリバティブ取引を行う必要
が生じた場合には、規程等の整備を行った上で実行する方針であります。

　②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスク及び市場リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投
資に必要な資金の調達を目的としたものであり、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行
できなくなるリスク）に晒されております。

　③金融商品に係るリスク管理体制
１．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、
当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
２．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　為替リスクについては、通貨別月別の為替変動を定期的にモニタリングしております。
３．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動
性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することもあります。
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区分 当連結会計年度（千円）

　非上場株式 845

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 3,974,081 － － －

売掛金 761,750 － － －

合計 4,735,832 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について、該当事項はありません。また、現金及び預金、
売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

（注）１．市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

（注）２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

－ 7 －



金額
KOT SaaSサービス
その他

5,361,143
693,967

顧客との契約から生じる収益 6,055,111
外部顧客への売上高 6,055,111

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権
　売掛金（期首残高） 719,152
　売掛金（期末残高） 761,750
契約負債（期首残高） 97,799
契約負債（期末残高） 210,963

７. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (3)会計方針に関する事項 ④収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

　契約負債は、主として顧客からの前受収益に関するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩
されます。
　なお、当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、
88,078千円であります。
　また、当連結会計年度の契約負債の重要な変動は、主に前受金の受領による増加であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年超の重要な契約がないため、実務上の便法を使用
し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。
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(1) １株当たりの純資産額 461円93銭
(2) １株当たりの当期純利益 68円31銭

８. １株当たり情報に関する注記
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建物附属設備 ６年～23年
器具及び備品 ３年～15年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
イ.子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ.その他有価証券

 　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ハ.棚卸資産

 　商品 総平均法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。
また、商標権については、効果の及ぶ期間（10年）に基づいておりま
す。

(3) 引当金の計上基準
①貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を
計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準
　　当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　　 ステップ1：顧客との契約を識別する。
　　 ステップ2：契約における履行義務を識別する。
　　 ステップ3：取引価格を算定する。
　　 ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。
　　 ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、取引の対価は、履
行義務充足と同時、もしくは、履行義務充足時点から概ね１ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は
ありません。また、変動対価の見積りに重要性はありません。

勤怠管理SaaS事業
本事業においては、顧客との契約に基づいてクラウド型サービスを提供しております。これらは契約期間
において、顧客にサービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、クラウド型サービス
の提供に応じて充足されると判断し、サービス提供期間に応じて収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。この変更による計算書類に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
(損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、金額的重要性が増
したため、当事業年度より、区分掲記しました。
　なお、前事業年度の「受取利息」は126千円であります。
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① 短期金銭債権 7,405千円
② 短期金銭債務 22,331千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高 280,122千円

繰延税金資産
子会社株式評価損 22,601千円
賞与引当金 35,699千円
決算賞与 34,152千円
ソフトウエア 156,671千円
未払事業税 17,891千円
その他 28,963千円

繰延税金資産小計 295,981千円
評価性引当額 △22,601千円

繰延税金資産合計 273,379千円

４. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産　　273,379千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「４. 会計上の見積りに関する注記（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に
関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

５. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

６. 損益計算書に関する注記

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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会 社 等 の
名 称

議決権の所有
割 合 （ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
( 千 円 ) 科目 期末残高

( 千 円 )
Human Technologies 
(Thailand) Co., Ltd.

100.0
（0.0）

役員の兼任１名
販売の委託等

増資の引受 100,000 － －

(1) １株当たりの純資産額 456円68銭
(2) １株当たりの当期純利益 69円87銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
子会社

（注）１．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数であります。
２．増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。

９. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 ７.収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記
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